
令和７年度 第２回内灘町総合教育会議

協議事項１
第２期内灘町教育振興計画の
策定について

令和８年３月４日(水)
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1. 内灘町教育振興基本計画の位置づけ

教育基本法に基づく地方公共団体における「教育の
振興のための施策に関する基本的な計画」であり、地
方教育行政の組織及び運営に関する法律に規定する
「大綱」として位置づけています。

→ 教育基本法（平成18年法律第120号）
第１７条政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、教育の振興に関する施 策
についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要な事項について、基本的な計画を定め、これを国会に報
告するとともに、公表しなければならない。
２地方公共団体は、前項の計画を参酌し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興のた
めの施策に関する基本的な計画を定めるよう努めなければならない。

→ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成26年法律第76号）
第１条の３地方公共団体の長は、教育基本法第十七条第一項に規定する基本的な方針を参酌し、その地域の
実情に応じ、当該地方公共団体の教育、学術及び文化の振興に関する総合的な施策の大綱（以下単に「大綱」と
いう。）を定めるものとする。
２地方公共団体の長は、大綱を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、次条第一項の総合教育
会議において協議するものとする。
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２. 現行の内灘町教育振興基本計画の体系

基本理念
４つの

「めざす人間像」
８つの

「基本目標」
施策の基本的方向

１－１　ふるさと教育・ふるさと学習の充実

１－２　内灘の自然を生かした環境教育・環境学習の推進

２－１　多文化共生社会・国際化に対応した取組の充実

２－２　国際社会に対応できる実践的なコミュニケーション能力の育成

３－１　確かな学力の育成

３－２　これからの社会に必要な資質をはぐくむ教育の推進

３－３　特別支援教育の充実

３－４　指導力向上のための教職員研修の充実

４－１　家庭や地域、関係機関と連携した学校教育の推進

４－２　家庭の教育力向上

５－１　一人一人の生涯にわたる学習への支援

５－２　地域コミュニティ活動の推進

５－３　創造性と個性をはぐくむ文化活動の推進

６－１　豊かな心をはぐくむ取組の充実

６－２　キャリア教育の推進

６－３　コミュニケーション能力の育成

６－４　いじめ・不登校等への対応の充実

６－５　健康や体力をはぐくむ教育の充実

７－１　生涯スポーツの推進

７－２　競技スポーツの底辺拡大

７－３　スポーツ団体の育成

８－１　安心して学べる教育環境の充実

８－２　生涯学習の拠点となる施設の適正管理と活用

８－３　スポーツ施設の整備と活用

「ふるさと内灘」に
誇りを持ち、広い視
野にたって社会に貢
献できる人

１　ふるさとの歴史や伝統、自然を守り、
　未来につなげる教育をめざします

２　異なる文化や価値観を尊重し、
　世界に通じる人づくりをめざします

３　確かな学力をはぐくみ、
　一人一人の可能性を伸ばす教育をめざします

４　家庭・地域・学校が連携し、
　社会全体で教育力の向上をめざします

５　学びの気運に満ちた生涯学習社会をめざします

社会性や規範意識を
身に付けた、思いや
りのある心豊かな人

６　豊かな人間性をはぐくみ、
　心身ともにたくましい人づくりをめざします

７　豊かなスポーツライフの創造をめざします

８　安全で安心な魅力ある学習環境をめざします

夢
や
目
標
に
向
か
っ
て
た
く
ま
し
く
生
き
る
心
豊
か
な
人
づ
く
り

確かな学力を身に付
け、生涯にわたって
学び続ける人

健康や体力の増進に
努める、活力ある人

８つの「基本目標」を達成するために「施策の基本的方向」を定め、それに基づく
「具体的な取組」を展開することによって、４つの「めざす人間像」を確立し、もって
「基本理念」の達成をめざします。
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３．内灘町の教育を取り巻く状況

１ 社会の現状と変化
◆人口減少と少子高齢化の進行
◆ 「VUCA」将来の予測が困難な時代
◆令和６年能登半島地震の発生
◆教育を通じてのウェルビーイングの向上
◆令和の日本型学校教育の構築
◆急速な技術革新とAIやDXなど社会全体のデジタル化の進展
◆成年年齢の18歳への引き下げや子供の権利利益の擁護
◆誰一人取り残されない共生社会の実現に向けた教育の推進
◆教職員の確保と学校における働き方改革の推進

２ 教育をめぐる国・県の動き
◆国の第４期教育振興基本計画の策定
◆第４期石川の教育振興基本計画の策定
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４．国「第4期教育振興基本計画」

（文部科学省「第４期教育振興基本計画」パンフレットより）
5



（文部科学省「第４期教育振興基本計画」パンフレットより）
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５．県「第4期教育振興基本計画」

（「第４期石川の教育振興基本計画 中間まとめ概要」より）
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６．「第6次内灘町総合計画(案)」
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７．第２期内灘町教育振興計画
の策定に向けた基本的な考え方

・「基本理念」及び「めざす人間像」は、時代を通じても大き
く変わらない本町教育の基本的な方針として、第２期計画
にも引き継ぐ。

・そのうえで、「個別最適な学びと協働的な学びの一体的
充実」、「ウェルビーイング」、「教育ＤＸ」、「令和６年能登半
島地震からの復旧・復興」等、

近年の教育をとりまく状況の変化に対応したものとする。
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８．計画期間

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度 令和15年度

第６次 内灘町総合計画

（令和8年度～令和15年度）

第5次 内灘町総合計画

（平成28年度～令和７年度）

第4期 国教育振興基本計画

（令和5年度～ 令和9年度）

第4期 石川の教育振興基本計画

（令和8年度～ 令和12年度）

第3期 石川の教育振興基本計画

（令和3年度～ 令和7年度）

第3期国教育

振興基本計画

(平成30年度

～令和4年度)

第1期 内灘町教育振興基本計画

（平成27年度～ 令和7年度）

第2期 内灘町教育振興基本計画

（令和8年度～ 令和12年度）
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９．施策の基本的方向と具体的な取組の
主な見直しポイント

基本目標３
確かな学力をはぐくみ、一人一人の
可能性を伸ばす教育をめざします
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１ 確かな学力の育成

（１）主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善の推進

・小中学校においては、新しい時代に求められる資質・能力の育成
に向け、子どもたちが、学習の見通しを持って粘り強く取り組み、学
習したことを振り返って次につなげる「主体的な学び」、協働や対話
を通じて考えを広げ深める「対話的な学び」、知識を相互に関連付
けてより深く理解することや問題を見いだし解決策を考える「深い学
び」といった３つの視点からの授業改善を推進します。

・「主体的・対話的で深い学び」を実現するために、子ども一人一人
が主体的に学習を調整できる状況を整えたり、お互いの考えを共有
する時間を設けたりするなど、「個別最適な学び」と「協働的な学び」
を一体的に充実させ、子どもたちの学びが深まるよう授業改善を推
進します。
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（２）情報活用能力の育成

・児童生徒がコンピュータやインターネットを活用することで、必要な
情報を主体的に収集し、判断し、表現し、わかりやすく発信・伝達で
きるようになるための資質や能力を育成します。

・AI等の先端技術の進展やスマートフォン、ＳＮＳの利用が常態化し
ており、犯罪被害等も生じていることから、情報モラル教育やメディ
アリテラシーを身に付けるための学習に取り組み、情報社会の中で
正しく行動できる判断力を育て、安全に生活するための知識や態度
を育成します。
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（３）プログラミング教育の充実

・中学校では、技術・家庭科（技術分野）において、小学校にお
けるプログラミング教育の成果を生かし、プログラミング、情報
セキュリティに関する学習活動を進めます。

（４）探究・STEAM教育の充実
・「探究の見方・考え方」を働かせ、横断的・総合的な学習を行
うことを通して、自己の在り方生き方を考えながら、よりよく課
題を発見し解決していくための資質・能力の育成を目指します。

・これからの社会の中で生きていくために必要な力の育成に向
け、各教科での学習を実社会での課題解決に生かしていくた
めの教科等横断的な教育であるＳＴＥＡＭ教育により、具体的
な社会課題と紐付けながら学習する活動の充実を図ります。
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２ これからの社会に必要な資質をはぐくむ
教育の推進

（１）教育DXの推進
・児童生徒が、インターネットやデジタル教材を用いて、自らの疑問
について深く調べることや自分に合った進度で学習すること、更には
一人一人の学習履歴を把握することなど、個々の理解や関心の程
度に応じた個別最適な学びの実現に取り組みます。

・タブレット端末や電子黒板などを用いて、児童生徒同士による意見
交換、発表など双方向型の協働的な学びの充実を図り、思考力・判
断力・表現力の育成に努めます。
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（３）子供の意見表明による主体性の育成

・令和４年に改訂された生徒指導提要を踏まえ、学校行事の運営、
校則など学校のルールの設定や見直しについて、児童生徒が意見
を表明し、主体的に関わる学校づくりを推進します。

（４）消費者教育の推進

・児童生徒が消費者の権利と責任について理解するとともに、主体
的に判断し責任を持って行動できるようにするため、小・中学校の社
会科、公民科、家庭科などの教科等を中心に、児童生徒の発達段
階を踏まえ、消費者教育を推進します。

・成年年齢が１８歳に引き下げられたことを踏まえ、小中学校では、
個人や企業の経済活動における役割と責任、買い物や売買契約の
仕組み、計画的な金銭管理など、自立した消費者としての責任ある
消費行動についての学習活動を充実します。
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３ 特別支援教育の充実と
インクルーシブ教育の推進

（３）インクルーシブ教育の推進

・将来の共生社会の実現に向けて、すべての学校・教員が障害者理
解を深めることを基盤とし、すべての児童生徒が授業内容を理解し、
学ぶ喜びや充実感を得られるよう、視覚教材の活用や授業予定の
視覚化など授業のユニバーサルデザイン化を進めるとともに、障害
のある子供一人一人に対する合理的配慮を提供し、障害のある子
供とない子供が共に活動し、学び合う交流及び共同学習を積極的
に行っていきます。

・小中学校においては、校内において特別支援学級と通常の学級
の児童生徒が互いに理解を深め、共に学び合うことができるよう、
交流及び共同学習を推し進め、これにより、障害の有無にかかわら
ず、すべての子供が自分と異なる考え方や立場を理解し、互いに認
め合いながら、豊かな人間性を育むことを目指します。
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基本目標４
家庭・地域・学校が連携し、

社会全体で教育力の向上をめざします
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１ 家庭や地域、関係機関と連携した
学校教育の推進

（２）学校の組織的な対応力の向上

・いじめ、不登校、暴力行為などの児童生徒の生徒指導上の課題に
対して、公認心理師や専門性を有する退職教員等をスクールカウン
セラー、社会福祉士等や元警察官などをスクールソーシャルワー
カーとして派遣し、学校における問題行動等の未然防止、早期発見
や適切な早期対応に努めます。

・体罰や体罰につながりかねない不適切な指導、性暴力等が疑わ
れる不適切な言動を見過ごさないよう、徹底した実態把握のための
調査・検証を毎年度実施し、その結果を踏まえて、体罰・性暴力等を
未然に防止する組織的取組や体罰・性暴力等が起きた場合の早期
対応・再発防止策など、体罰・性暴力等防止に関する取組を継続的
に実施します。
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（３）学校における働き方改革の推進

・教職員の過度な負担を軽減するとともに、教材研究・授業準備や
子供たちと向き合う時間を確保するため、教職員の多忙化改善に向
けた「実施計画」を策定し、業務の適正化や、働きがいのある働きや
すい職場環境の整備等、具体の取組について、全職員に周知し意
識改革を図り、教育委員会や学校現場等の関係者が出来る限り足
並みを揃えて一つ一つ着実に進め、教職員の時間外勤務の縮減に
努めるとともに、あらゆる機会を通して、国に対して定数改善計画の
策定を要望していきます。

・国が示した方向性に沿って、中学校の休日部活動の地域連携や
地域スポーツクラブ活動への地域展開に向けた環境の一体的な整
備を着実に進めます。
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基本目標６
豊かな人間性をはぐくみ、心身ともに
たくましい人づくりをめざします
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４ いじめ・不登校等への対応の充実

（１）いじめ・不登校の未然防止と早期解決の取組の充実

・校長をトップとするいじめ問題対策チームを常設し機能化を図りま
す。また、重大事態が発生した場合は、教育委員会や首長部局、関
係機関と連携を図りながら対応します。特に、犯罪行為として取り扱
われるべきいじめについては、早期に警察に通報・相談し、警察と
緊密に連携した対応を図ります。

・不登校児童生徒の実態把握のため、毎月の欠席状況とその対応
について教育委員会に報告し、不登校の未然防止や早期対応に努
め、「誰一人取り残されない学びの保障」をめざします。

・学校に行くことが難しい児童生徒に対して、教育支援センター「ス
テップ」の活動を充実させ、学校と連携しながら、学校復帰や社会的
自立のための支援をします。また、フリースクールなどの民間施設
やＮＰＯ等と積極的に連携し、相互に協力・補完するような取組を通
じて、課題を抱えている児童生徒への多様な支援を実施します。
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（２）教育相談体制の充実

・教育センターにおいて、公認心理師・臨床心理士による教育相談
を充実させ、児童生徒や保護者、教職員の抱える問題や悩みに専
門的な立場から助言にあたり、学校や保護者と連携して問題の解
決を図ります。

・児童生徒を取り巻く福祉的な課題に対応するため、福祉の専門家
であるスクールソーシャルワーカーの活用や、福祉部門と教育委員
会・学校等との連携を行いながら様々な悩みや不安を抱える児童生
徒に対する切れ目ない包括的支援の充実を推進します。
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基本目標８
安全で安心な魅力ある学習環境を

めざします
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１ 安心して学べる教育環境の充実

（１）被災した教育施設の復旧

・令和６年能登半島地震により被災した西荒屋小学校の
校舎やグラウンド等の早期復旧に向け、関係機関等と連
携・協力し、工事を着実に進めます。

・同様に被災した公民館等の社会教育施設及び鶴ケ丘テ
ニスコートや総合グラウンド等のスポーツ施設についても
復旧工事を進め、安心して利用できる教育環境を充実さ
せていきます。
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